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東日本大震災では，避難開始の難しさが浮き彫りとなった．本研究では，避難開始プロセスを理解する

ためのデータ取得に向けて，無人航空機を用いた津波避難開始行動調査手法を提案し，南あわじ市阿万中

西地区における避難訓練に適用した．その結果，(1) 事前調査で UAV の撮影位置，飛行高度，バッテリー

交換のタイミングを決定する必要があること，(2) 避難訓練において，UAV による空撮に加えて別途音声

を記録する必要があること，(3) 阿万中西地区では住民 64 人のうち 57 人が隣保ごとに集合した後，高台

へ移動していたこと，(4) 住民間の相互影響や周囲の状況が住民の行動に及ぼす影響を確認することがで

き，個人と集団，周囲の状況を関連付けた分析を可能になること，(5) 従来の調査手法と比較して，映像

に映るすべての時空間データを得られ，個人の記憶に依存しない客観的なデータを得られる点で本手法が

有用であることがわかった． 
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1. はじめに 
 
東日本大震災（2011 年）では，多くの住民が津波に

巻き込まれた．同震災では，地震発生から津波到達まで

30 分以上の時間があり，公的機関から津波警報や避難

勧告などの情報も提供されていた．一方で，死者の半数

以上が十分な避難行動をとることなく死亡した可能性が

指摘されている 1)．津波災害による人的被害軽減におい

て，地震発生から津波避難行動の開始に至るプロセス

（以下，避難開始プロセスと呼ぶ）を現象として理解し，

避難行動開始に関する課題を解決することは，極めて重

要である． 
我が国における避難開始プロセスは，以下の枠組みで

多く議論されてきた．すなわち，1952 年の津波予警報

システムの運用開始以降，津波警報や避難勧告など，公

的機関が提供する情報によって住民に危険を知らせ，避

難を促すというものである．東日本大震災においても，

公的機関の情報によって住民は早期避難を促された 2)． 

 一方で，同震災では，沖出しをする船舶の汽笛 3)や遡

上する津波がたてる土ぼこりや音 4)が住民の避難を促し

たことが報告されている．これらの現象は，リアリティ

の共同構築 5)と呼ばれる概念を用いると，周囲で醸成さ

れる「逃げなければならない」というリアリティ（多く

の人が抱いている現実味）を感じ，住民は直観的に避難

行動を開始したと解釈できる（以下，避難開始に関する

リアリティを避難開始リアリティと呼ぶ）． 
 著者らは上記の観点から，避難開始プロセスを定量的

に分析できるツールを開発し，同震災時の屋内施設 6)や

数 km 四方の地域コミュニティ 7),  8)における状況を分析

してきた．これらの一連の研究から，住民の移動にとも

なう避難開始リアリティの伝播により，高台へ向かう経

路上，特に高台付近では避難開始において好条件下にあ

ることがわかってきた． 
避難開始プロセスの分析ツールを開発したものの，実

際の人間行動や避難開始リアリティを把握する手法は多

くの課題が残されていると，著者らは考えている．すな



 

 

わち，従来の調査手法では，避難開始プロセスに関する

データの取得に限界があり，同プロセスを十分に理解す

ることが困難である．これまで，津波災害時の避難に関

する聞き取り調査例えば 9)やインターネットを用いた調査例

えば 10)，津波避難訓練を対象とした聞き取り調査例えば 11)や

GPSロガーや定点カメラを用いた行動調査例えば12) などが

実施され，多くのデータ，知見が得られてきた．しかし，

これらの調査で得られるデータは時空間的に断片的であ

り，住民一人ひとりの挙動や正確な時間・位置を把握す

ることは困難であった．一方で，近年開発が進む無人航

空機（以下，UAV と呼ぶ）を用いた空撮により，映像

に映るすべての行動の時空間データを入手できるように

なってきた．  
そこで，本研究では，避難開始プロセスをより深く理

解するためのデータ取得に向けて，UAV を用いた津波

避難訓練における時空間的な行動調査手法を提案する．

提案する手法を，南海トラフ巨大地震による津波被害が

懸念されている兵庫県南あわじ市阿万中西地区における

避難訓練に適用し，得られるデータの分析を行う．また，

従来の手法との違いによる考察を行い，UAV を用いた

行動調査手法の有用性と限界について論じる． 
 
 

2. 手法 

 
 提案する手法は，データの入手方法と，得られたデー

タの分析方法の 2段階に分けられる． 
 
(1) データの入手方法 

データの入手における一連の流れを図-1 に示す．以

下，事前申請，事前調査，避難訓練に分類して述べる． 
a) 事前申請 

わが国で UAV を使用する場合，航空法や関係する法

令を遵守しなければならない．ここでは，避難訓練にお

ける UAV 使用で特に留意すべき，航空法における飛行

空域と飛行方法について述べる．なお，航空法とは別に，

地方自治体が定める条例例えば 13)や小型無人機等の飛行禁

止法等により飛行が禁止されている場所 14)もあり，別途

確認する必要がある． 
UAV に係る航空法について，飛行禁止空域（航空法

第 132条第 1号）および飛行の方法（航空法第 132条の

2第 4号）に留意する必要がある（図-2）． 
飛行禁止空域は，航空機の航行への影響や落下時に他

者に危害を及ぼす可能性がある（高い）空域である．具

体的には，空港周辺の上空，地上からの高度 150m 以上

の上空，人口集中地区の上空である（図-2(a)）． 
飛行の方法について，上記の空域によらず，夜間の飛

行，目視範囲外の飛行，人や物件から 30m未満の距離 

における飛行，催し場所上空における飛行，危険物の輸

送，物件の投下は基本的に禁止されている（図-2(b)）．  
上記の飛行禁止空域や飛行のルールによらず UAV を

飛行させる場合，あらかじめ地方航空局に申請を行い，

国土交通大臣の承認を受ける必要がある．なお，申請の

条件として，申請者が 10時間以上の UAV操縦経験が必

要であることに注意されたい． 
津波避難訓練においては，飛行禁止空域および飛行の

方法のうち，地上からの高度 150m 以上の上空における

飛行，人口集中地区の上空における飛行，催し場所上空

における飛行に該当する場合が多いと思われる．  
b) 事前調査 

 避難訓練に UAV を適用する場合，事前に UAV の撮

 
図-1 データの入手における一連の流れ 

 

 
(a)  飛行禁止空域 

 

 
(b)  飛行の方法 

図-2 UAVの飛行ルール
15) 

 



 

 

影位置（緯度，経度），飛行高度，バッテリー交換の

タイミングを決定する必要がある． 
 撮影位置は，対象領域全体が撮影できるよう，撮影

範囲の中央となる位置（緯度，経度）を決定する． 
 飛行高度について，映像に映る人の大きさと撮影範

囲はトレードオフの関係にある．そのため，対象領域

全体が撮影範囲内に入り，かつ映像に映る人の行動を

判別できる飛行高度を決定する．  
 また，バッテリー交換のタイミングは，決定した撮

影位置，飛行高度まで UAV を飛行させ，ホバリング

させることによって，バッテリーの消費状況を明らか

にし，離陸から着陸に至るバッテリー交換のタイミン

グを決定する． 
 事前調査においては，自治体関係者や地域住民との

意見交換を行い， UAV の使用とその目的について説

明する必要がある． 
c) 避難訓練 

 避難訓練において，UAV による空撮のみでは音声

が記録できないため，IC レコーダー等を用いて訓練時

の音声を記録する必要がある．  
 上述した事前調査および避難訓練において考慮すべ

き事項を表-1にまとめる． 
 
 (2) 得られたデータの分析方法 

データの分析において，避難開始に係る行動を，避

難開始行動と移動開始行動に分類して分析する．具体

的には，直接避難場所に向かう行動を避難開始行動，

避難に関するその他の行動を移動開始行動に分類する．

そして，各住民の避難開始行動および時空間情報の判

別を行う． 
 
 
3.  実地域への適用 

 

 本研究では，兵庫県南あわじ市阿万中西地区におけ

る津波避難訓練を対象に，提案する調査手法を適用す

る．具体的には，UAV を用いた空撮を行い，住民の

避難開始行動を分析した． 
 
(1) 対象地区の概要 

 阿万中西地区は，南海トラフ巨大地震による津波被害

が懸念されている．兵庫県の想定では，対象地区に近い

阿万地区において，最高津波水位が 5.9m となり，最短

で地震発生から 50 分後に津波が到達する（50cmの水位

上昇）16)．同地区周辺の津波ハザードマップを図-3(a)に，

UAVを用いて撮影した空撮画像を図-3(b)に示す． 
 

 

(2) 避難訓練の概要 

阿万中西地区における避難訓練は 2016 年 11 月 13 日 
に実施された．本訓練は，同日午前 9時に南海トラフ巨

大地震が発生し，マグニチュード 9，最大震度 7を観測 
し，瀬戸内海沿岸および淡路島南部に大津波警報が発表

されたとの想定で実施された，平成 28 年度南あわじ市

総合防災訓練の一部である． 
訓練開始の状況として， 9時前後（訓練開始前後）の

自治体の対応を簡単に述べる．8 時 55 分，防災行政無

線を通じて，9 時に避難訓練が開始となる放送がなされ

表-1 事前調査および避難訓練における重要事項 および 
実地域への適用における諸元 

項目 
事前調査および避難訓練

における重要事項 
実地域への適用 
における諸元 

撮影位置 
UAVを試行錯誤的に飛行

させ，撮影対象地域の中

央となる位置を決定する 

34.220oN 
134.724oE 

飛行高度 
対象領域全体を捉え，住

民の行動を目視で判別で

きる高度を決定する 
250m 

バッテリー交換

のタイミング 

決定した撮影位置，飛行

高度までUAVを飛行さ

せ，ホバリングさせる 
15分 

音声データ 
空撮では音声が記録でき

ないため，別途，音声デ

ータを記録する 

ICレコーダーを

用いてUAV操

作者周辺の音声

を記録した 

使用するUAV － 
DJI社製 

Phantom 3 Ad-
vanced 

 

 
(a) 津波ハザードマップ

17) 
 

 
(b) 空撮画像 

図-3 兵庫県南あわじ市阿万中西地区 
 



 

 

た．9 時 0 分，防災行政無線による緊急放送や，携帯電

話へのメール（ひょうご防災ネット）による緊急地震速

報が市内一斉に配信された．9 時 3 分，防災行政無線を

通じて，大津波警報の発令と避難の呼びかけがなされた． 
対象地区では，図-3(b)の高台（標高 30m）を目標地点

して避難が行われる．この地区の避難を考えるうえで重

要な，地域特有の現象を 2点紹介する． 
1 点目は，地区内の住宅十軒ほどが 1 つの集団（隣保）

に区分され，津波避難においては，隣保ごとに集合し，

高台に向かうことである．これは，地区の安否確認とと

もに，自力での避難が困難な住民への避難支援を目的と

したものである． 
2 点目は，高台に到達した住民が，高台の中腹に設置

された半鐘を鳴らすことである．これは，地域に眠って

いた半鐘を活用し，住民たちで地域に危険が迫っている

ことを知らせる取り組みである． 
 
 (3) 避難訓練までの流れ 

a) 事前申請 

本研究における UAVの飛行は，地上からの高度 150m
以上の上空における飛行および催し場所上空における飛

行に該当する．そのため，事前に飛行許可申請を行い，

大阪空港事務所長および国土交通大臣の承認を受けた． 
b) 事前調査 

2016年 11月 1日，阿万中西地区で UAVを飛行させ，

撮影位置，飛行高度，バッテリー交換のタイミングを決

定した．飛行高度について，地上からの高度 150m から

高度 400m まで UAV を上昇させ，10m ごとに撮影を行

った．この結果，対象地区内の住宅が集中する領域全体

が撮影範囲内に入り，かつ映像に映る人の行動を判別で

きる飛行高度が 250～300mであった．飛行高度が低いほ

ど，映像に映る人の行動を判別しやすいため，飛行高度

を 250m と決定した．バッテリー交換のタイミングにつ

いて，バッテリー残量が 30%を下回ると撮影位置から帰

還することとし，離陸から着陸に至る時間を 15 分とし

た． 
また，上記の調査前日に，南あわじ市役所職員や地域

住民との意見交換を行い，避難訓練における UAV の使

用とその目的について説明を行った． 
c) 避難訓練 

2016年 11月 13日，阿万中西地区における避難訓練の

空撮を実施した．空撮と同時に，飛行の安全確認を行う

監視員が，IC レコーダーを用いて UAV 操作者周辺の音

を記録した．また，空撮映像と録音した音声を同期させ

るため，監視員は一定時間ごとに模造紙を用いて飛行中

の UAV にサインを送った．空撮について，8:58（訓練

開始の 2分前）に撮影を開始し，バッテリー交換を一度

行い，9:32 に撮影を終えた．撮影終了時点で訓練参加者 

 
図-4 住民の移動開始地点と移動開始時間 

 

 
図-5 隣保の集合場所 

 
のほぼ全員が高台に到達していた． 
 上述した事前調査および避難訓練における諸元を表-1
にまとめる． 
 
(4) 得られたデータの分析結果と考察 

訓練終了後，得られた空撮映像と録音した音声を同期

させ，各住民の避難開始の状況を目視で判別し，周囲の

状況とともに分析した．以下，動画の分析から得られた，

阿万中西地区における避難開始の状況について述べる． 
a) サンプル数 

動画の分析において，対象領域内で住民 64 人の行動

が確認できた． 
b) 隣保ごとの集合 

確認できた住民 64 人のうち，57 人が隣保ごとに集合

した後，高台へ移動していた．1 人は直接高台へ移動し，

残りの 6人は高台へ移動せず，訓練に参加していないと

考えられる．このため，高台へ移動した 58 人について，

対象地区で事前に定めたルール（隣保ごとに集合した後，

高台に向かう）が概ね徹底されていることがわかる．隣

保に向かう行動を移動開始行動，高台に向かう行動を避

難開始行動として捉えると，対象地区の避難開始プロセ

スにおける移動開始行動の重要性を指摘できる．  
c) 住民の移動開始 

動画の分析において，対象領域内で最終的に高台へ向

かった住民 58 人の移動開始地点と移動開始時間を図-4
に示す．移動開始時間に関する空間的な特徴は特に見ら

れなかった．住民 58人は訓練開始から 13分以内に移動

を開始していた．また，避難に関する行動をとった住民 



 

 

 
図-6 避難開始に関する住民の行動の一例 

 

のほとんどは徒歩で移動していた． 
d)  隣保の移動開始 

 動画で確認できた隣保の集合場所を図-5 に示す．同

図において，高台に最も近い隣保（隣保 A）の集合場所

では，図中央に位置する 2つの隣保（隣保 B，隣保 C）
が高台に移動する途中で合流し，その場にとどまってい

る様子が確認された．隣保 A は 9:13 に移動を開始し，

それ以外の隣保は 9:05 から 9:10 までに移動を開始して

いた．同地区の避難計画をまとめた「阿万中西自治会  
災害時要援護者 個別避難支援計画」（非公表）では，

地震発生から 15 分間は隣保ごとに集合時間とし，その

後，高台へ移動することが記されている．このため，計

画されていた高台への移動開始時刻よりも迅速に避難開

始行動を行えたといえる．要因として，隣保ごとに訓練

に参加する住民を事前に把握していたことや，訓練開始

時刻が事前に周知されていたため，多くの住民が素早く

隣保に移動できたことなどが考えられるが，あくまで推

測であり，住民への聞き取りが必要となる． 
e) 住民の能動的アクセス 
 動画では，防災行政無線や避難を促す半鐘が鳴り響く

中，自宅を出て周囲を徘徊する行動が複数見られた．一

例を図-5に示す． 
図-5 では，まず，①住民 1 人が自宅外に出て 20 秒ほ

ど周囲を徘徊し，自宅に戻った．②その 1 分 30 秒後，

住民 2 人が自宅外に出て隣保 A に移動した．③隣保 A
に到達した住民 2人はその場でしばらく待機し，9:13に
隣保Aの集団とともに高台へ移動した． 
②の行動（隣保への移動）は移動開始行動，③の行動

（高台への移動）は避難開始行動に分類できる．また，

①の行動（自宅を出て周囲を徘徊）は，著者らのこれま

での研究成果 7)を踏まえると，防災行政無線や避難を促

す半鐘の音，移動する住民などにより醸成される避難開

始リアリティの影響を受け，自発的に屋外の状況を確認

する行動（能動的アクセス）であるといえる．能動的ア

クセスの結果，自宅内にいた残り 1人とともに隣保への

移動を開始できたといえる． 
 一方で，自宅外に出て周囲を徘徊し，自宅に戻った様

子を確認できたものの，その後の移動を確認できない住

民もいた．これは，能動的アクセスを行ったが，自宅外

で避難開始リアリティの影響を十分に受けず，その後の

移動につながらなかったと考えられる． 
以上を踏まえると，迅速な避難開始に向けて，地区全

体で津波に対する避難開始リアリティをどれだけ醸成で

きるか，屋外において醸成された避難開始リアリティへ

のアクセス性をどれだけ高められるかが重要であるとい

える． 
 
 
4.  UAVを用いた行動調査手法の有用性と課題 

  
本章では，従来の調査手法との違いや前章 4節で述べ

た分析結果を踏まえ，UAV を用いた行動調査手法の有

用性と課題を論じる． 
 
 (1) 有用性 

本調査手法の主な有用性として，次の 3点が挙げられ

る． 
1) 映像に映るすべての時空間データを得られる 
2) 個人の記憶に依存しない客観的なデータを得られる 
3) 個人の行動だけでなく周囲の状況を把握できる 
これらは，質問紙調査や面接調査といった社会調査と

の比較による，UAV を用いた調査手法の利点であると

いえる．映像が得られるという点では，定点カメラによ

る手法も同様の利点を持つといえる．しかし，UAV に

よる空撮と比較すると，1 台のカメラで撮影できる範囲

が限られており，空撮と同じ範囲を撮影するためには相

当数を準備しなければならない．  
前章 4 節を踏まえると，UAV を用いることで，各住

民が，いつ，どこで，どのような行動をとっているか，

正確に分析できる．さらに，同節 d項で述べた，隣保の

合流といった住民間の相互影響や，e 項で述べた，周囲

の状況が住民の行動に及ぼす影響の把握も可能である． 
個人と集団，周囲の状況を関連付けて分析できるため，

空間的に醸成される避難開始リアリティに関する新たな



 

  

データや知見を得ることが可能となり，避難開始プロセ

スを新たな切り口から理解する一助になることが期待さ

れる． 
 

(2) 課題 

本調査手法の課題として，次の 3点が挙げられる． 
1) バッテリー交換時のデータが得られない 
2) 映像に映る行動の意図を十分に理解できない 
3) UAVの飛行が住民の行動，避難開始リアリティに 

影響を及ぼす可能性がある 
1) について，複数の UAV を使用し，バッテリー交換

のタイミングをずらすことで解決できる． 
2) について，前章 4節 e項で述べた行動の意図などは，

映像分析者の推測にとどまる．一方で，従来の質問紙調

査や面接調査等を行うことで，その行動の意図や背景を

知ることができる．このように，本調査手法と従来の社

会調査を組み合わせることで，避難開始プロセスのより

深い理解につながるといえる． 
3) について，著者らは阿万中西地区における避難訓練

終了後，訓練に参加した住民数名に「訓練中，UAV の

飛行に気が付いたか」という聞き取りを行った．その結

果，半数以上の住民が「UAV に気が付かなかった」と

回答した．残りの住民は，「UAV を目撃しなかったが，

飛行音に気が付いた」と回答した．本調査では，UAV
を地上からの高度 250m の位置でホバリングさせ，空撮

を行った．高台から半鐘の音が鳴り響く中，UAV を操

縦する著者は常に飛行音が聞こえる状況であった．今後

の調査において，UAV の飛行が住民の行動，避難開始

リアリティにどのような影響を及ぼすか，分析する必要

がある． 
 
 
5.  結論 

 

本研究では，避難開始プロセスを理解するためのデー

タ取得に向けて，UAV を用いた津波避難訓練における

時空間的な行動調査手法を提案した．提案した手法を，

兵庫県南あわじ市阿万中西地区における避難訓練に適用

し，得られたデータの分析を行った．また，本調査手法

の有用性と限界について論じた．得られた主要な結論を

以下に記す． 
1) 提案した手法は，データの入手方法と，得られたデ

ータの分析方法の2段階に分けられる．データの入

手は，事前申請，事前調査，避難訓練に分類される． 
2) 航空法や条例等に定める飛行禁止空域や，飛行のル

ールによらずUAVを飛行させる場合，事前申請が必

要となる．また，対象地域で事前に飛行を行い，

UAVの撮影位置，飛行高度，バッテリー交換のタイ

ミングを決定する必要がある．避難訓練において，

UAVによる空撮のみでは音声が記録できないため，

ICレコーダー等を用いて訓練時の音声を記録する必

要がある． 
3) 兵庫県南あわじ市阿万中西地区における津波避難訓

練を対象に，提案する調査手法を適用した．その結

果，いつ，どこで，どのように住民が行動するか分

析できた．対象地区では，映像から確認できた住民

64人のうち，57人が隣保ごとに集合した後高台へ移

動していた．  
4) 提案した手法の有用性として，映像に映るすべての

時空間データを得られること，個人の記憶に依存し

ない客観的なデータを得られること，個人の行動だ

けでなく周囲の状況を把握できることが挙げられる．  
5)  阿万中西地区では，各住民の行動に関する時空間デ

ータだけでなく，隣保の合流といった住民間の相互

影響や，住民の能動的アクセスによる，周囲の状況

が住民の行動に及ぼす影響も見られた．提案する手

法は，個人と集団，周囲の状況を関連付けた分析を

可能とし，空間的に醸成される避難開始リアリティ

に関する新たなデータや知見を得ることできる．こ

のため，避難開始プロセスを新たな切り口から理解

する一助になることが期待される．  
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A MONITORING METHOD FOR TSUNAMI EVACUATION START 
USING UNMANNED AERIAL VEHICLE 

 
Yuji DOHI, Yoshihiro OKUMURA, Kamiosako HIROTAKA and Junji KIYONO 

 
During the 2011 Tohoku tsunami, it is estimated that more than half of the tsunami victims did not start 

evacuation despite sufficient available evacuation time and warning information. Understanding the start 
of a tsunami evacuation is essential for mitigating human damage due to tsunami. In this study,we pro-
pose a monitoring method for tsunami evacuation start using unmanned aerial vehicle  (UAV), commonly 
known as a drone. We recorded an aerial video of people’s behaviors during the tsunami evacuation drill 
held in Ama-Nakanishi district, Minami-Awaji city in Hyogo Prefecture and analyzed the video focusing 
its start.  

The results revealed the followings: (1) we have to conduct a preliminary flight to decide a shooting lo-
cation and a battery exchanging time, (2) we have to record sounds separately from the shooting, (3) 57 
out of 64 residents went to a safety zone after they had gotten together with their neighbors in the evacua-
tion drill in Ama-Nakanishi district, (4) an aerial video enables us to analyze a process of evacuation start 
by correlating each behavior to interaction between residents and surrounding conditions, (5) the main 
advantage of using UAV over existing methods for this purpose is twofold: no dependency on the peo-
ple’s memory and spatio-temporal data of every behavior. 

 


